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国 内 政 治
選挙日程の延期と政党の動向
　国家平和秩序維持評議会（National Council for Peace and Order：NCPO）政権が下




































































　 ₂ 月 ₄ 日に立候補登録受付が始まり，各党は自党の候補者と党の推薦する首相


































　選挙委員会は投票日から ₄ 日後の ₃ 月28日に小選挙区候補者の得票数と全国で
の各党の得票数合計のみ公表し，比例代表議席の当選者発表は ₅ 月 ₆ 日の国王戴
冠式の後に持ち越しとした。小選挙区と比例代表の当選者氏名が発表されたのは











パ ラ ン・ プ ラ チ ャ ー
ラット党（PPRP） Palang Pracharat 8,441,274 350 24,118 97 19 116
タイ貢献党 Pheua Thai 7,881,006 250 31,524 136 0 136
新未来党 Anakhod Mai 6,330,617 350 18,087 31 50 81
民主党 Prachatipat 3,959,358 350 11,312 33 20 53
タイ矜持党 Phumjai Thai 3,734,459 350 10,670 39 12 51
自由合同党 Seri Ruam Thai 824,284 349 2,362 0 10 10
タイ国民開発党 Chart Thai Pattana 783,689 315 2,488 6 4 10
新経済党 Sethakij Mai 486,273 331 1,469 0 6 6
プラチャーチャート党 Pracha Chart 481,490 212 2,271 6 1 7
プアチャート党 Pheua Chart 421,412 348 1,211 0 5 5
タイ国民合力党 Ruam Palang Prachachartthai 415,585 350 1,187 1 4 5
国民開発党 Chart Phattana 244,770 264 927 1 2 3
タイ地方党 Palang Thongthin Thai 214,189 343 624 0 3 3
タイ森林保護党 Raksa Pheunpa Thai 134,816 349 386 0 2 2
その他 1,208,334 6,633 － 0 12 12






































区が ₈ 区あり，そのうち ₆ 区で新未来党の候補が当選している。軍事政権に反対
する有権者の票がタクシン派政党から新未来党へ流れた可能性が高い。




　公式結果確定以前の ₃ 月27日，タイ貢献党，新未来党など ₇ 党（タイ貢献党，
新未来党，自由合同党，新経済党，プラチャーチャート党，プアチャート党，パ
ラン・プアンチョンタイ党）は，「民主主義派連合」結成を発表した（Krungthep 
Turakij，2019年 ₃ 月27日）。 ₇ 党の保有議席を合計すると246人になる。首相指名
に必要な上下院の過半数376人には届かないものの，PPRP による連立政権成立
を阻止するため先手を打つ動きだった。しかし， ₅ 月には 1 議席政党11党に加え，
立場をあいまいにしてきたタイ国民開発党とタイ矜持党が，それぞれ PPRP との
連立の意思を表明した。 ₆ 月 ₄ 日には民主党も PPRP との連立に合意し，軍事政
権支持派は254議席を確保することが確実となった。
　選挙結果公表から 1 カ月後の ₆ 月 ₅ 日，上下院合同会議で500人の支持を得て
269
2019年のタイ














































した。また同司令官は， ₄ 月 ₂ 日に外国メディアのインタビューに対し，新未来
党の幹部を「外国に留学して極左思想に染まった」者と表現し，その活動を批判













































課題であった。下院議員選挙前の ₂ 月初旬に NIDA が行った世論調査では，回答
者の55％が新政府の最優先課題として経済対策を挙げている（Bangkok Post，2019
































にされてきた。EEC の中心となるのは「 ₅ 大インフラ事業」としてプラユット
内閣が承認した，東部高速鉄道計画，ウータパオ空港・臨空都市計画，航空機メ
ンテナンス・リペア・オーバーホールセンター（MRO）計画，マープタープット
港拡張計画（第 ₃ フェーズ），レムチャバン港拡張計画（第 ₃ フェーズ）の ₅ 件（総
額約7000億バーツ）であり，いずれも官民協力（PPP）方式が採用されている。ま
た政府は EEC とは別に ₇ 県10都市でのスマートシティ構想を2017年から推進し
ており，EEC 建設が予定される東部 ₃ 県（チャチュンサオ，チョンブリー，ラ
ヨーン）もその対象地域となっている。
　これらの EEC 主要計画のうち，2019年に具体的進捗があったのはマープター
プット港拡張計画（第 ₃ フェーズ）と東部高速鉄道計画の ₂ つである。マープター
プット港拡張計画は，ガルフ・エナジー・ディベロップメントと PTT タンクター
ミナルのコンソーシアムが応札し，「 ₅ 大事業」のなかで先陣を切る形で，10月





































対 外 関 係
議長国外交の成果と限界
　2019年，タイ政府は ASEAN 議長国を担当し，ASEAN とその関連会議の運営
に奔走した。 ₆ 月20日から開かれた第34回 ASEAN 首脳会議で，加盟国は「イン
ド太平洋に関する ASEAN アウトルック」を採択し，インド太平洋地域において
ASEAN が中心となり戦略的な役割を担うことを確認した。さらに2019年11月 ₂



















　議長国としての職責を全うした ASEAN 会議に対し，「タイが ASEAN と多く




































プラユット首相は11月 ₃ 日に ASEAN 関連会議に参加するため来訪したアメリカ
のロス商務長官に対し，GSP 除外措置を解除するよう要請した。しかし，2020年








た。ASEAN 関連会議では「中国 ASEAN 共同体」の建設に向けて地域レベルで
の協力が進み，これに合わせてタイと中国の二国間でも友好関係の深化を確認す
る動きが続いた。







（11月 ₃ 日）では，「ASEAN 連結性基本計画2025および一帯一路イニシアチブの
相乗効果創出にかかる中国 ASEAN 共同声明」が採択され，「一帯一路」（Belt 

































































第 ₂ ，第 ₃ 読会で2020年度予算案が可決されたものの，後に一部議員による代理
投票が発覚し，憲法裁判所が2020年 ₂ 月に採決のやり直しを命じている。すでに




















1 月 1 日 ▼王室秘書局，マハー・ワチラロン






















23日 ▼選挙委員会，投票日を ₃ 月24日と決
定。




日（～ ₂ 月 ₂ 日）。
▼ PPRP，プラユット首相らを党の首相候
補に選出。



























再開（～ ₃ 月 1 日）。
3 月 4 日 ▼下院議員選挙在外投票開始。





























4 月 3 日 ▼第23回 ASEAN 財相会議・第 ₅ 回
ASEAN 財相・中央銀行総裁会議，チェンマ
イにて開催（～ ₅ 日）。






























7 日 ▼ 選挙委員会，下院選挙区選出議員
349人のリストを発表。　
▼ 内閣，現存の NCPO 布告・命令のうち
145件の廃止を決定。
▼上院議員に指名された閣僚15人，辞任。
8 日 ▼ 選挙委員会，比例代表選出議員149
人のリストを発表。



































20日 ▼第34回 ASEAN 首脳会議，バンコク
にて開催（～23日）。
22日 ▼ ASEAN 特別経済閣僚会議開催。
23日 ▼アメリカ国務省人身取引報告書でタ
イは第 ₂ 段階に留まると発表。
28日 ▼ プラユット首相，大阪 G20 首脳会
議のため訪日。安倍首相と会談。



















8 月 2 日 ▼バンコク都内 ₃ カ所で爆弾事件。
3 日 ▼第12回日・メコン外相会議，バンコ
クで開催。
5 日 ▼ EEC 政 策 委 員 会，EEC 地 区 の 都
市・インフラ整備計画案を承認。













29日 ▼ EEC 事務局，中国鄭州航空港経済
総合実験区とウータパオ空港・臨空都市開発
の協力覚書署名。
9 月 1 日 ▼ 文 在 寅 韓 国 大 統 領， 来 訪。
GSOMIA など ₆ つの覚書に署名。
















30日 ▼勅令により，陸軍第 1 師団第 1 歩兵
連隊と第11歩兵連隊が，国王直属の部隊へ移
管。












22日 ▼内閣，景気刺激策第 ₂ 弾を承認。








































17日 ▼漁業団体， IUU 規制の緩和要求集会
をバンコクで開催。
23日 ▼タイ国鉄，タイ中国高速鉄道計画の























首相府大臣 Tewan Liptapanlop CP
国防大臣 Prayut Chan-o-cha（Gen.）*
　副大臣 Chaichan Changmongkhon（Gen.） PPRP
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財務大臣 Uttama Savanayon PPRP
　副大臣 Santi Promphat PPRP
外務大臣 Don Pramutwinai
観光・スポーツ大臣 Pipat Ratchakitprakan PJT
社会開発・人間安全保障大臣 Juti Krairiksh DP
農業・協同組合大臣 Chalermchai Sri-on DP
　副大臣 Mananya Thaiset PJT
Thammanat Prompao（CPT） PPRP
Prapat Pothasuthon CTP
運輸大臣 Saksiam Chidchob PJT
　副大臣 Thaworn Senniam DP
Athirat Ratanaset PPRP
天然資源・環境大臣 Warawut Silpa-archa CTP
デジタル経済社会大臣 Puttipong Punnakanta PPRP
エネルギー大臣 Sontirat Sontijirawong PPRP
商務大臣 Jurin Laksanawisit * DP
　副大臣 Wirasak Wangsupakitkoson PJT
内務大臣 Anupong Paochinda（Gen.）
　副大臣 Nipon Bunyamanee DP
Songsak Thongsri PJT
法務大臣 Somsak Thepsuthin PPRP
労働大臣 Chatumongol Sonakul PRPC
文化大臣 Ittipol Khunplome PPRP
教育大臣 Nataphol Teepsuwan PPRP
　副大臣 Kalaya Sophonpanich DP
Kanokwan Wilawan PJT
公衆衛生大臣 Anutin Charnvirakul * PJT
　副大臣 Satit Pitutacha DP
工業大臣 Suriya Juangroongruangkit PPRP





国軍最高司令官 Gen. Pornpiphat Benyasri （2018年10月 1 日）
陸軍司令官 Gen. Apirat Kongsompong （2018年10月 1 日）
（第一管区司令官） Leut-Gen. Thammanoon Withee （2019年10月 1 日）
海軍司令官 Adm. Luechai Rutdit （2018年10月 1 日）
空軍司令官 ACM. Manat Wongwat （2019年10月 1 日）
国防次官 Gen. Nat Intrajaroen （2018年10月 1 日）
国防副次官 Gen. Nophon Sangsomwons （2019年10月 1 日）
 Gen. Kukiat Srinakha （2019年10月 1 日）
 Adm. Somprasong Nilasamai （2019年10月 1 日）
 ACM. Porames Keskowit （2019年10月 1 日）
　 4 　警察人事
警察長官 Pol. Gen. Chakthip Chaichinda （2015年10月 1 日）






2014 2015 2016 2017 2018 2019
人 口（100万人，年末） 65.1 65.7 65.9 66.2 66.4 66.6
労 働 人 口（同上） 38.6 38.5 38.3 38.1 38.4 38.2
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 1.9 -0.9 0.2 0.7 1.1 0.7
失 業 率（％） 0.84 0.88 0.99 1.18 1.05 0.96
為 替 レ ー ト（ 1 ドル＝バーツ） 32.48 34.25 35.30 33.94 32.31 31.05
（出所）　タイ中央銀行（http://www.bot.or.th/）。
　 2 　支出別国内総生産（名目価格） （単位：10億バーツ）
2014 2015 2016 2017 2018 2019
民 間 消 費 6,958.6 7,056.8 7,296.7 7,579.7 8,002.7 8,448.2 
政 府 消 費 2,238.1 2,353.0 2,460.8 2,521.5 2,643.4 2,722.8 
総 固 定 資 本 形 成 3,262.8 3,371.1 3,459.9 3,579.8 3,726.9 3,814.5 
在 庫 増 減 -98.2 -298.6 -380.5 -28.9 395.1 227.4 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 9,048.8 9,295.6 9,785.9 10,326.7 10,616.2 10,083.7 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 8,270.4 7,861.7 7,806.5 8,397.7 9,169.7 8,533.8 
国内総生産（支出側） 13,139.6 13,916.3 14,816.3 15,581.2 16,214.6 16,762.8 
国内総生産（生産側） 13,230.3 13,743.5 14,592.6 15,486.6 16,365.6 16,879.0 
海 外 純 要 素 所 得 -680.7 -709.0 -685.4 -693.9 -791.9 -622.6 
国 民 総 所 得（GNI） 12,549.6 13,034.5 13,907.2 14,792.7 15,573.7 16,256.4 
（注）　2018年，2019年は暫定値。 国内総生産（生産側）－国内総生産（支出側）は統計上の誤差になる。
（出所）　国家経済社会開発委員会事務局（http://www.nesdb.go.th/）。
　 3 　産業別国内総生産（実質　基準年＝2002） （単位：10億バーツ）
2014 2015 2016 2017 2018 2019
農 林 水 産 業 658.5 615.9 608.6 637.3 672.4 673.2 
鉱 業 238.9 244.6 246.6 231.9 225.0 228.8 
製 造 業 2,630.6 2,670.3 2,730.5 2,808.0 2,898.6 2,878.4 
電気・ガス・蒸気・空調 265.1 278.0 286.1 291.3 297.8 312.4 
上下水道・廃棄物処理 39.8 43.4 46.7 49.4 52.2 53.2 
建 設 業 229.4 268.5 289.9 281.2 288.1 293.8 
卸売・小売・車両修繕業 1,270.2 1,340.8 1,423.3 1,513.8 1,613.8 1,706.0 
宿泊・飲食サービス業 431.4 496.1 542.1 600.4 646.2 681.6 
運 輸 ・ 保 管 業 584.0 607.7 639.9 689.9 720.3 745.1 
情 報 通 信 業 425.2 468.1 479.4 499.1 537.0 584.3 
金 融 業 602.1 652.5 698.2 742.7 768.2 789.3 
不動産・その他関連業 339.1 344.2 368.4 392.5 415.0 429.0 
科 学 ・ 技 術 202.4 199.5 195.0 206.9 213.7 217.2 
行 政 ・ 国 防 502.0 507.5 509.6 513.6 521.5 526.8 
教 育 323.7 324.3 323.6 324.9 329.1 336.0 
保 健 医 療 ・ 福 祉 202.0 208.6 214.8 220.9 232.3 243.1 
国 内 総 生 産（GDP） 9,232.1 9,521.4 9,847.9 10,248.4 10,673.7 10,926.9 







　 4 　国・地域別貿易 （単位：100万バーツ）
2016 2017 2018 2019
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
日 本  718,354.8 1,088,576.5  746,519.3 1,097,916.1  799,342.8 1,145,193.8  760,837.9 1,043,624.7 
N A F T A 1,004,263.9  480,272.5 1,048,186.9  555,991.1 1,040,345.4  539,515.3 1,111,163.1  600,608.2 
ア メ リ カ  858,391.6  427,366.4  898,823.3  508,528.4  899,154.1  486,312.1  971,074.7  546,366.2 
E U1）  773,517.0  641,566.3  806,662.6  704,023.1  803,242.1  722,877.0  730,821.9  656,464.4 
ド イ ツ  156,930.4  208,153.9  170,538.0  207,724.7  165,343.6  219,619.4  140,563.1  197,545.1 
イ ギ リ ス  134,942.4  71,461.4  138,345.1  99,883.6  130,367.5  96,278.2  119,171.1  75,932.5 
A S E A N 1,920,462.2 1,296,041.1 2,018,313.2 1,409,417.3 2,198,548.8 1,469,747.6 1,948,149.9 1,414,022.7 
シンガポール  288,800.3  230,991.1  281,120.8  270,685.9  298,484.9  249,768.2  273,912.9  239,535.2 
マレーシア  337,477.2  382,818.4  349,848.7  397,025.8  372,609.3  429,690.9  324,063.7  404,443.9 
C LMV 1）  780,490.0  340,126.8  850,130.4  360,596.2  941,060.1  392,882.8  850,515.3  424,172.2 
中 国  833,538.0 1,490,905.6  997,982.7 1,515,066.4  971,437.0 1,621,891.9  902,273.8 1,579,978.3 
香 港  402,289.9  56,613.4  416,257.5  99,095.2  401,767.8  95,453.7  362,823.5  93,249.8 
台 湾  118,230.6  252,529.2  135,849.0  279,143.2  127,342.3 280,581.8  124,076.5 253,135.7
韓 国  142,750.7  258,286.6  157,943.7  274,059.9  158,136.8  288,229.3  146,585.9  271,681.6 
中 東 1）  312,591.7  517,467.7  286,471.8  623,305.7  271,160.1  789,107.7  262,134.7  615,876.0 
合 計 7,550,704.1 6,888,186.7 8,006,265.2 7,587,118.4 8,108,299.8 8,064,038.9 7,627,663.1 7,437,311.4 
（注）　 1 ）EU は28カ国の合計値（クロアチア含む）。CLMV はカンボジア，ラオス，ミャンマー，ベト
ナムの合計値。中東は15カ国の合計値。
（出所）　表 1 に同じ。
　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2014 2015 2016 2017 2018 2019
経 常 収 支 11,642.9 27,752.9 43,438.0 43,951.9 28,456.7 37,911.3 
貿易・サービス収支 23,908.8 41,680.3 56,051.0 56,877.0 44,922.2 49,875.7 
貿 易 17,215.9 26,116.5 35,776.1 32,581.2 22,387.7 26,630.1 
輸 出 226,638.1 213,364.0 213,487.5 233,688.0 251,108.1 242,981.0 
輸 入 209,422.3 187,247.5 177,711.4 201,106.8 228,720.5 216,350.9 
サ ー ビ ス 6,692.9 15,563.8 20,275.0 24,295.8 22,534.5 23,245.6 
輸 送 -13,340.7 -9,918.8 -9,339.0 -9,955.5 -11,240.4 -11,713.4 
旅 行 27,751.6 33,527.5 35,713.7 41,872.0 44,282.7 46,283.0 
第 一 次 所 得 収 支 -20,993.7 -20,622.2 -19,427.5 -20,461.8 -24,477.0 -19,247.4 
第 二 次 所 得 収 支 8,727.8 6,694.8 6,814.5 7,536.6 8,011.5 7,283.0 
資 本 移 転 等 収 支 100.3 0.1 12.7 -140.9 -610.5 4.0 
金 融 収 支 -15,954.7 -16,799.2 -20,839.7 -12,497.7 -14,948.4 -12,925.2 
直 接 投 資 -766.3 3,936.5 -10,551.6 -10,301.5 -8,043.4 -7,701.2 
証 券 投 資 -12,012.8 -16,508.1 -2,797.6 -2,149.9 -5,863.8 -8,712.0 
金 融 派 生 商 品 965.8 903.3 303.3 118.3 133.7 2,060.9 
そ の 他 投 資 -4,141.3 -5,130.9 -7,793.9 -164.7 -1,174.9 1,427.1 
誤 差 脱 漏 3,001.3 -5,094.8 -9,766.5 -5,356.5 -5,631.4 -11,407.2 
総 合 収 支 -1,210.2 5,858.9 12,844.5 25,956.7 7,266.4 13,583.0 
（注）　2018年，2019年は暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。
